
1.指針の概要
　この指針は、労働施策総合推進法 7条に定める
外国人労働者の雇用管理の改善等に関し、事業主
が適切に対処することができるよう、事業主が講
ずべき必要な措置について定めたものである。な
お、この指針において「外国人」とは、日本国籍
を有しない者をいい、特別永住者ならびに在留資
格が「外交」および「公用」の者を除くものとさ
れている。

2.改正の背景
　わが国の外国人労働者数は年々増加し、令和 7
年10月時点では257万人を超えて過去最高を更新
するなど、多くの産業において不可欠な労働力と
なっている。一方で、雇用管理上の課題や就労上

のトラブルも多く、また、不法就労や偽変造在留
カードの所持といった事案も依然として発生して
いるのが実態である。こうした状況を踏まえ、秩
序ある共生社会の実現に向けて、国や地方公共団
体のみならず、事業主による適正な雇用管理およ
び雇用管理の改善が重要であるとして、今般、指
針において事業主が講ずべき必要な措置が見直さ
れることとなった。

3.段階的な改正内容
［ 1］令和 8年 6月14日適用
⑴�外国人労働者の雇用管理の改善等に関する�
基本的考え方（第二関係）
①事業主の責務の明確化
　労働施策総合推進法 7条に規定されているとお

ここに
注目 労働法令のポイント

法律法律 政令政令 省令省令 告示告示 通達通達

外国人雇用関係

外国人雇用管理指針の改正について

令和 8年 1月23日に「外国人の受入れ・秩序ある共生のための総合的対応策」が関係閣僚会議に
おいて取りまとめられたこと、および令和 9年 4月 1 日に育成就労制度が創設されること等を踏
まえ、「外国人労働者の雇用管理の改善等に関して事業主が適切に対処するための指針」（以下、
指針）が改正され、令和 8年 6月14日・令和 8年10月 1 日・令和 9年 4月 1 日と段階的に適用さ
れる。本稿では、事業主に求められる雇用管理の改善等に関する改正のポイントについて、適用
日ごとに解説する。

外国人労働者の雇用管理の改善等に関して 
事業主が適切に対処するための指針の一部を改正する告示 

（令 8. 5.29　厚労告227）
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り、事業主は外国人の雇用管理の改善に努める責
務や、外国人が離職時に再就職を希望する場合に
は、その援助に関し必要な措置を講ずるよう努め
る責務を有することが記載された。

②共生社会の実現に向けた事業主の役割
　秩序ある共生社会を実現するに当たって、日本
人労働者が共生社会の実現について理解し協力す
るとともに、外国人が共生の理念や日本の文化等
を理解し責任ある行動を取ることができるよう、
事業主が適切な雇用管理等を行うことが重要であ
ることが規定された。

③不法就労防止の徹底
　不法就労は決してあってはならず、事業主が不
法就労をさせた場合には、出入国管理及び難民認
定法の罰則が適用され得るという認識の下、適切
な措置を講ずるべきであることが明記された。

⑵適正な労働条件の確保（第四の二関係）
　短時間・有期雇用労働者または派遣労働者であ
る外国人労働者についても、同一労働同一賃金ガ
イドライン（「短時間・有期雇用労働者及び派遣労
働者に対する不合理な待遇の禁止等に関する指針」
平30.12.28　厚労告430、最終改正：令 8. 4.28　厚
労告203〔令和 8年10月 1 日適用〕）の適用を受け
ることが明記された。

⑶適切な人事管理等（第四の五関係）
①日本語学習等の支援
　コミュニケーションの障壁が大きな課題となっ
ている現状を踏まえ、日本語教育の推進に関する
法律に基づき、外国人労働者およびその家族に対
する日本語学習の機会の提供等の支援に努めるこ
とが、事業主の責務であることが規定された。厚
生労働省では、国や地方公共団体が提供する無料
の日本語学習コンテンツの積極的な活用を推奨し
ている。

②日本語能力に配慮した教育訓練
　事業主は、外国人労働者が能力を有効に発揮で
きるよう、日本語能力に配慮した教育訓練の実施
その他必要な措置を講ずるよう努めることが規定
された。

⑷外国人労働者の雇用状況の届け出（第五関係）
①届け出義務の徹底と罰則の周知
　外国人雇用状況の届け出をせず、または虚偽の
届け出をした場合には、労働施策総合推進法40条
に規定する罰則（30万円以下の罰金）が適用され
得ることに留意することが明記された。

②�「在留カード等読取アプリケーション」の活用推奨
　偽変造在留カードへの対策として、外国人雇用
状況届け出時の在留カード等の確認に当たって、
出入国在留管理庁が提供する「在留カード等読取
アプリケーション」を使用し、在留カード等のIC
チップ内の記録情報と券面情報との整合性を確認
することが適切である旨が規定された［図表］。
　不法就労をあっせん・助長した事業主は不法就
労助長罪が問われ、罰則（ 3年以下の拘禁刑また
は300万円以下の罰金）が適用され得る。これは、
外国人を雇用しようとする際に、当該外国人が不
法就労者であることを知らなかったとしても、在
留カードを確認していない等の過失がある場合に
は、処罰を免れない。なお、令和 9年 4月 1日以
降は「 5 年以下の拘禁刑または500万円以下の罰
金」へと引き上げられる。

［ 2］令和 8年10月 1 日適用
適正な労働条件の確保（第四の二関係）
　事業主が短時間・有期雇用労働者または派遣労
働者として外国人労働者を雇い入れたときに明示
しなければならない事項として、「通常の労働者と
の間の待遇の内容および理由等に関する説明を求
めることができる」旨を、文書の交付等により明
示しなければならないことが明記された。
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労働法令のポイント



［ 3］�令和 9年 4月 1日適用�
（育成就労制度の創設に伴うもの）

⑴適切な人事管理等（第四の五関係）
　「出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能
実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する
法律の一部を改正する法律」（令 6. 6.21　法律60。
以下、改正法）の施行を踏まえ、育成就労外国人
の帰国旅費に関する事項が規定された。

⑵外国人労働者の雇用状況の届け出（第五関係）
　外国人雇用状況を届け出る際に確認し、届け出
るべき事項から、「特定産業分野」および「法務 
大臣が特に指定する活動」に関する記載が削除さ
れた。

⑶育成就労外国人に関する事項（第七の二関係）
　改正法の施行を踏まえ、事業主が、育成就労の
適正な実施および育成就労外国人の保護に取り組
むこと等が規定された。具体的には、次のような
取り組みなどを徹底することが求められる。

・�・�育成就労外国人が目標とする技能および日本
語の能力を修得できるよう取り組むこと

・�・�送出機関が二国間取り決めを結んでいる国ま
たは地域の公的機関から推薦を受けている機
関に限られていることに留意すること
・�・�育成就労外国人が送出機関に支払う手数料が
不当に高額とならないこと（育成就労関係省
令において、育成就労外国人が送出機関に支
払う費用が月給の 2カ月分を超えてはならな
いとされている）
・�・�育成就労外国人に対して転籍制限について説
明を行うこと

4.まとめ
　令和 8年 6月14日からは第二世代在留カード等
の交付やマイナンバーカードと在留カードが一体
化した特定在留カードの運用が開始されるなど、
国の方針等に応じて雇用管理の運用を適宜見直す
ことが求められる。
　外国人だから、と複雑で難しく捉える必要はな
く、日本人にはない特有の配慮が求められること
を理解した上で、ポイントを押さえて適正な雇用
管理と秩序ある共生社会の実現に向けた職場環境
づくりに取り組むことが期待される。

 �「在留カード等読取アプリケーション」の活用イメージ図表

資料出所：�厚生労働省「外国人雇用管理指針改正の主なポイント」

在留カード等のICチップ内に保存されている情報を読み取ることができます。

読み取った情報と券面に記載された情報を見比べることで、在留カードが偽変造されていないかを
確認することができます。

注：�ICチップが読み取れない場合は、画像確認はできません。住居地を管轄する入管局で再交付申請
をお願いします。

アプリで
読取

全くの別人 読み取れない
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